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食料・農業・農村基本計画 骨子（案） 

（令和７年２月５日開催、食料・農業・農村政策審議会企画部会（第 117 回）配布資料より） 
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以下、病害虫・雑草防除に関する記載について、該当部分の抜粋により示す。 

【計画 本体】 
Ⅰ 我が国の食料供給 

２ 食料自給力の確保 

（４）生産資材の供給

②農薬

（安全性の向上）

・農薬の安全性を一層向上させるため、2018 年の農薬取締法改正に伴い導入した農薬

の再評価制度により、全ての農薬について最新の科学的知見に基づく再評価を円滑

に実施するとともに、農薬登録制度の国際調和を一層推進し、必要に応じ評価手法

の見直しに取り組む。

・防除ニーズに対応するため、優先審査の仕組み等を活用し、新規農薬について速や

かに上市できるような取組を推進する。

（環境負荷低減） 

・生物防除資材等の環境負荷の低い新規資材について審査結果を蓄積し、要点を整理

することにより、審査の円滑化を図るとともに、引き続き、化学農薬の低減に資す

るスマート農業技術の活用や総合防除の普及、新たな技術開発を推進する。

（コスト低減）

・引き続き製造面・流通面の効率化を進めつつ、農薬防除全体としてコストを削減し

ていく観点にも着目し、ドローン等スマート農業技術を活用した農業支援サービス

事業者の育成や活用を推進する。

５ 動植物防疫 

（２）植物の病害虫への対応

・これまでの総合防除推進の取組に加え、総合防除を現場へ浸透させるため、総合防

除実践マニュアルの整備、新たな防除体系を普及するための取組の支援、病害虫抵

抗性品種、生物防除資材、ICT を活用した水稲病害虫の早期・精密な発生予測技術

等の研究開発の推進等を行い、より分かりやすく、使いやすい形で総合防除を現場

へ普及する。

Ⅱ 輸出の促進（輸出拡大等による「海外からの稼ぐ力」の強化） 

１ 農林水産物・食品の輸出の促進 

（２）供給力向上の取組

・海外ニーズに応じて高品質な日本産品を海外の消費者まで届けられるよう、低コス

ト化や有機等への生産体系の転換、効果的な防除技術の普及、集出荷体制の構築、
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高付加価値な産品の製造・加工等による輸出向け供給力の向上、スマート技術を活

用した流通の効率化・高度化やコールドチェーン確保等による国内外の流通体制の

構築等を推進し、国内外を一貫してつなぐ新たなサプライチェーンモデルを構築す

る。 

Ⅳ 環境と調和のとれた食料システムの確立・多面的機能の発揮 

１ 農業生産活動における環境負荷の低減 

（１）環境負荷低減に向けた横断的な取組

（２）環境負荷低減に向けた個別分野の取組

②化学農薬・化学肥料等資材の使用量低減

・化学農薬使用量（リスク換算）の低減に向けては、化学農薬の低減に資するスマ

ート農業技術の活用や総合防除の普及、有機農業の面的拡大、化学農薬の使用量

低減技術や病害虫抵抗性品種等の開発、生物防除資材等の新規資材の審査等を推

進する。

【別紙（目標・KPI の検討案）】 

１ 我が国の食料供給 

目標（例）・・・・・・・・・国内の食料供給（食料自給力の確保；生産資材；防除ニ

ーズに対応した農薬の確保） 

主な施策・・・・・・・・ 防除ニーズに対応した農薬登録・再評価の円滑な実施 

KPI（2030 年）（例）・・・ 防除ニーズに対応した新規農薬の登録数 

目標（例）・・・・・・・・・動植物防疫（動植物防疫の確実な実施） 

主な施策・・・・・・・・ 病害虫等の総合防除の普及 

KPI（2030 年）（例）・・・ 総合防除実践指標（仮称）策定数 

４ 環境と調和のとれた食料システムの確立・多面的機能の発揮 

目標（例）・・・・・・・・・環境と調和のとれた食料システムの確立（化学農薬・化

学肥料の使用量低減） 

主な施策・・・・・・・・ 総合防除の普及や施肥効率化等を通じた化学農薬・化学

肥料使用量の低減 

KPI（2030 年）（例）・・・ 化学農薬使用量（リスク換算）（2019 農薬年度比） 


